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はじめに
　第４回全国国立大学図書館長会議（1957年）議長団に近畿地区大学図書館協議会が提出した
報告書「司書職の確立」１）において、司書職の確立の意義について「司書職の確立ということ 
は、司書職の法的な確立であることはいうまでもない。昭和23（1948）年に、「国立国会図書館 
法」が公布、公共図書館では昭和25（1950）年に、図書館法２）が実施され、専門職種としての
司書職員の地位が認識され、高等学校以下の学校図書館では昭和28（1953）年に公布の「学校
図書館法」３）によって、司書教諭の資格と配置が一般化している時、大学図書館の職員だけが、
法が未制定の現状で何等専門職種としての地位が確立されておらず、一般事務職員の中に含ま
れた形になっている」。「大学図書館改善要項」（1953年）が作成され、その中で大学図書館職
員の果たすべき職責が明示されているにもかかわらず、これが実現のため、現在職員の素質の
向上を期し、あるいは有能な職員を採用しようとする際など、多くの壁にぶっつかるのも、結
局は大学図書館員が専門的職種として法的に基礎付けられていない点にあるのではないかと
思われる。司書とはなにか、現在あるべき形と将来いかにあるべきか。現在までに解釈されて
きた意味での大学図書館の司書職員の実態を踏まえての法的基礎付けをどのようにすればよい
か。現在の大学図書館職員の扱いは、人事院等において便宜的に図書館法の規定による司書、
司書補の定義を大学図書館職員に適用したものにすぎない」４）と法が未制定による問題を述べ
ている。
第１章　戦後の大学図書館職員制度の変遷
　大学図書館職員が法制化されていないことが原因で、大学図書館職員制度・任用制度・専門
職員採用試験制度の再三の変更による混乱の問題があった。このため昭和20年代から昭和40年
代まで、専門職種としての司書職員の地位の確立（法制化）要求運動が行われた。
１） 全国国立大学図書館長会議編『大学図書館の業務分析』日本図書館協会，1968.8, p.210（p.98）（近畿地区
大学図書館協議会報告書「司書職の確立について」1957（昭和32）年）
２） 「司書および司書補の職務内容」昭和25年９月 文部事務次官通達 
３） 「小・中・高等学校の図書館の司書および司書補の職務内容」昭和27年６月、文部省初等中等教育局長通達 
４） 1957（昭和32）年10月25日に、近畿地区大学図書館協議会から、第4回全国国立大学図書館長会議議長団に
提出された「司書職の確立について」
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第１節　昭和20年代（1945年～1954年）
　日本図書館協議会が中心に図書館職員の待遇改善運動が行われた。1946（昭和21）年　公布
の帝国大学令において、大学職員の職種が変更され、文部教官・文部事務官・文部技官に区
分された。司書職は文部事務官に含まれたが、司書職の採用は試験対象外官職であった。1949 
（昭和24）年　国立学校設置法が公布された。司書官、司書が廃止された。人事院が「司書職
列職級明細書（最終案）」を発表した。司書の職列定義を「この職列は図書館の運営、管理或
いは図書その他の図書館資料の収集、選択、受入、分類、目録の編成、保管、閲覧、レファレ
ンス等の専門業務に関して調査、研究、監督又は実施することを職務とするすべての職務を包
含する」と定めた。1950（昭和25）年　図書館法公布。図書館の専門職員として司書、司書補
が置かれた。国立大学の図書館職員（一般事務職員）の任用は、司書・司書補の有資格者から
自由に選考採用（試験対象外官職）。1955（昭和30）年11月10日付人事院事務総長より文部事務
次官あての通知の内容は「図書館法第４条に定める司書または司書補をもって補充しようとす
る官職は、職員の採用にあたって競争を行わない官職である（司書・司書補は試験対象外官 
職）」とされた。
第２節　昭和30年代（1955年～1964年）
　活動は全国国立大学図書館長会議が中心に図書館職員の待遇改善運動が進められた。1956 
（昭和31）年４月　特殊資格職員初任給基準表の中に初めて司書および司書補の職種が加えら
れた。特殊資格職員初任給基準表（別表第46　昭和31年４月１日）に司書・司書補の職種がは
じめて附加される。新大卒は５級５号（7,800円）、短大卒５級１号（6,600円）、新高卒４級１
号（5,900円）。司書職ははじめて給与法上、特殊資格職員として認められた。しかし、その初
任給基準表は、同表中の他の職種とくらべるとき、新大卒にかぎってみても、医師（７級１ 
号）、歯科医師（６級５号）、薬剤師（６級１号）、栄養士（６級１号）等には、はるかに低い
ものであった。
　岩猿は「図書館法上の有資格者を国家公務員として採用しようとするばあい、競争試験によ
らず、選考によって採用することができ、しかも初任給は特殊資格職員としての司書および司
書補のための初任基準表によって決定することができるにもかかわらず、国立大学図書館には
司書及び司書補というもものポジションは、なんら法的に確立されたものではなかった。給与
法上は司書及び司書補というものがあるが、それをのぞいては国立大学関係の法令にはなにを
見ても、司書のシの字も見出されないのである」５）と述べている。
　1957（昭和32）年４月１日付「給与法改正」。「図書館職員」になりうる者は、国立学校の図 
５） 「国立大学図書館専門職員採用試験について」『図書館雑誌』Vol.54, No.4. 1960.4, pp.114−117,（p.114）.
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書館、図書分館または図書室において司書および司書補の資格を有し、図書館業務に従事して
いる者、またはこれと同等以上の職務に従事している者と図書館長において認めたものに限 
る。
　図書館司書業務職員等級区分：行政職（一）４～８等級　これを一般職員、係長と比較した
ときに、係長：行政職（一）５等級～７等級、一般職員　行政職（一）６等級～８等級　と 
なっている。図書館職員は、課長補佐、係長の役職（管理職）に就かなくても４等級、５等級
の待遇を受けることが可能となった。優遇された状況を、国立大学図書館職員の扱いについ 
て、一般職との比較を図表１で示す。
図表１　行政職俸給表（一）等級別代表官職例
等級
組織・階層
１等級 ２等級 ３等級 ４等級 ５等級 ６等級 ７等級 ８等級
管区機関 機関の長
部長（重）
部長 課長
（困）
課長
課長補佐
（相困）
係長
（特困）
係長
主任
（極高）
主任
係員
（特高）
係員
（相高）
係員
（注）：表中の（　　）は次の用例による
（重）：特に重要な業務を所掌する　　　　　（特困）：特に困難な業務を所掌する
（困）：困難な業務を所掌する　　　　　　　（相困）：相当艱難な長無を所掌する
（極困）：極めて高度の知識・経験を要する　（特高）：極めて高度の知識・経験を要する
（相高）：相当程度の知識・経験を要する　　　　　「昇格闘争の具体的すすめか方」６）
　４等級及び５等級の職務内容を次に示す。待遇改善問題は、給与法改正昭和32（1957）年４
月１日により、国立大学の司書職は、給与面では一般職員とは別扱いになった。一般事務職員
の場合は、６等級から５等級への昇格は役付職員でなければ昇格できないが、図書館職員は専
門を重視され、管理職の責務とは無関係に（役付でなくても、課長補佐、係長の役職に就かな
くても）ヒラのままで４等級、５等級の待遇を受けることが可能になり、給与面で他の一般事
務職よりも優遇を受けることが決定し国立大学の図書館職員の待遇改善問題は一応の決着がつ
いた。
６） 「昇格闘争の具体的すすめか方」（改訂版）京都大学職員組合 1977.11 p.71（p.6）.
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図表２　等級別標準職務表の定め
４等級　１．本省の課長補佐又は業務を分掌する長の職務
　　　　２．管区機関の課長、相当困難な業務を処理する課長補佐又は特に困難な業務を分掌する
係の長の職務
　　　　３．府県単位機関の相当困難な業務を所掌する課の長の職務
　　　　４．地方出先機関の長又は特に困難な業務を所掌する課の長の職務
５等級
　　　　１．本省又は管区機関の係長又は困難な分掌する係において極めて高度の知識もしくは経
験を必要とする業務を処理する主任の職務
　　　　２．府県単位機関の相当困難な業務を分掌する係の長又は困難な業務を分掌する係におい
て極めて高度の智識若しくは経験を必要とする業務を処理する主任の職務
　　　　３．地方出先機関の課長又は困難な業務を分掌する係の長の職務
　　　　４．相当困難な業務を所掌する出張所等の長の職務
〈参考〉
　等級別標準職務表及び等級別基準表は事務系と同等に扱われている。ただ文部省の定数管理
を要するとして、つぎの基準を定めている。
図表３　図書系４等級への昇格
一．博士課程の大学院研究科を置く大学で蔵書３万冊以上の部局に勤務する職員のち、教官等に対
する専門分野におけるレファレンス業務、特殊資料の目録分類・解題・検索作成または専門的
参考書の利用法の指導助言を行う図書館職員の部下を３人以上有する図書系係長の職務に従事
し、年齢42才以上で行政職（一）５等級10俸以上の俸給月額を受けている者。
二．博士課程の大学院を置く大学で蔵書3万冊以上の部局に勤務する職員のうち、教官等に対する
高度の専門的知識と判断に基づくレファレンス業務、ラテン語等の特殊語で記述された資料も
しくは高度の専門的特殊資料の解題。目録の分分類・特殊索引の作成または専門的参考書の書
誌学的研究もしくは利用法の指導助言を独立して行なう業務に従事し、年齢45才以上で行政職
（一）５等級12号俸以上の俸給月額を受けている者。
三．蔵書３万冊以上の部局に勤務する職員のうち、前２号に掲げる職務と同等の職務に従事し、年
齢48才以上で行政職（一）５等級14号俸以上の俸給月額を受けている者。
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図表４　図書系５等級への昇格
一． 蔵書１万冊以上の部局に勤務する図書館職員のうち、司書もしくは司書補の資格を持つ図書館
職員の部下２人以上を有する行政職（一）６等級６号俸以上の図書系係長または司書の資格を
有する者、若しくは国家公務員採用試験の図書館学（旧国立図書館専門職員採用試験・旧国
立大学図書館専門職員採用試験を含む。）合格者で教官等に対する専門知識と判断に基づくレ 
ファレンス業務もしくは特殊資料の解題・特別索引の作成ならびに専門的参考図書の書誌学的
研究、利用法の指導助言等を独立して行なう職務に従事する者で、行政職（一）６等級７号俸
以上の俸給月額を受けている者。
　1957（昭和32）年５月31日付人事院任用局長より文部省人事参事官宛て通知では、特別な知 
識・能力・技術または経験を必要とする官職への採用は、選考によって行ってさしつかえなし」
そのような官職の一つとして、図書館学に関する知識・能力・技術または経験を必要とする官
職があげられている７）。1957（昭和32）年８月27日：人事院局長名「現に有効な採用候補者名
簿の対象となっていない官職について。下記に該当する官職へは選考により採用することがで
きます」という官職の中から、５月31日づけの任用局長名による通知に明記されていた図書館
学の名辞が省かれている。同通達の第３項に特に「医学・薬学・特殊教育学等の特別な知識・
能力・技術または経験を必要とする官職」は選考により採用してさしつかえないとあるので、
図書館関係者は、図書館学はこの「特殊教育学等」の「等」の中に含まれているものと解して
いた８）。1958（昭和33）年５月８日：人事院任用局長名により文部省人事担当部課長宛て通知。
通知によると、国家公務員採用試験の対象とならない特別な知識・能力・技術または経験を必
要とする官職として、医学・薬学以下全部で18の名辞がならべられているが、その中から図書
館学ははっきり落とされてしまい司書職は公務員採用試験の対象とならない特別の官職の枠か
ら除外された。司書職が試験対象外官職でなくなくなったことにより、司書職も公務員採用試
験の対象となった。1950年以来、司書・司書補の有資格者のなかから選考採用ができたのが出
来なくなった。試験対象官職になったが採用試験は行われなかった。1959（昭和34）年３月31 
日：別表十八の中から司書・司書補の初任給基準表が削除された。司書職が試験対象官職になっ
ているにもかかわらず、何の試験も行われない。初任給基準表も削除されて司書職は全く宙に
浮いてしまった。５月20日：文部省と人事院の協議。協議内容は、「国立大学において、図書
館法の司書・司書補の資格を有し、かつ図書に関する専門的職業に従事する職員の占める官職
は「特殊の知識技術を必要とし、その職務の複雑・困難・責任の度が相当高度のものと認めら 
７） 前掲５）, p.114.
８） 「戦後の大学図書館における司書職制度に関する史的展望」『大学図書館研究』No.11, 1977.10, p.68.
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れ」また今までの職員との釣り合いから、従来通り選考によって採用し、またその初任級も
これまでの基準表を適用して欲しい」。６月13日付：人事院の回答「よろしい」ということに 
なった。
　岩猿は次のように述べている。「文部省の協議の筋は、司書の仕事は「特殊の知識・技術を
必要」とする官職だから、従来通りの取扱いを認めてくれといい、人事院はよろしかろうとい
う。それならばなぜ、従来「特別な知識・能力・技術又は経験を必要とする官職への採用は選
考によって行ってさしつかえない」という人事院の1957（昭和32）年５月31日づけの通知通り、
司書を試験対象外官職と認めないのか。司書を試験対象外官職と認めなくなったのは、特殊な
知識・能力・技術を必要とする官職と認めなくなったからではないのか。われわれは司書職が
試験対象外官職だということが認められなくなったとき、そう感じ、司書職は専門職でないと
人事院が断定したものと受け取った。それなのに文部省の協議の筋を人事院がよろしいという
のでは、血のめぐりの悪いわたしの頭はこんがらがってしまうのである。わたしの頭がこんが
らがったかどうかはともかくとして、この回答のさい、人事院は同時に人事院の認める試験を
行って、それによって採用するようにして欲しいと一本釘をさしているのである」９）。
　1959（昭和34）年７月15日付文部省から「附属図書館専門職員の採用について」通知：人事
院のいう試験について目下文部省において検討中である」。10月：全国国立大学図書館長会議
において、文部省から試験要綱の案が内示された。1960（昭和35）年１月21日：「国立大学図書
館専門職員採用試験要項」制定実施。「採用しようとする各国立大学ごとに、公務員試験の上級、
中級、初級準じた試験を行う」。１月以降国立大学図書館で、図書館法上の司書及び司書補の
資格をもっているものを採用しようとする場合、この要綱により、各大学でそれぞれ採用試験
を実施されなければならなくなった10）。各大学で試験実施。選考採用から試験採用へ変更され
た。
図表５　「国立大学図書館専門職員採用試験要項」の概要
各大学が実施：司書有資格者を対象に採用しようとする各大学がそれぞれ実施
試験内容：国家公務員試験の上・中・初級に準じて実施
初任級：上級試験合格者は、国家公務員上級合格者と同一の格付け
　　　　（７等級１号　従来の選考の格付け８等級７号より有利）
試験の実施：試験実施大学に厳密さが倫理的に要求される。
試験関係の書類（答案を含めて）文部省に提出し、正規の試験に準ずるものであることを認定して
もらい、試験の合格者のなかから採用するばあい、これらの合格者の中から採用することを、あら
ためて人事院の承認が必要。
９） 前掲５）, pp.115−116.
10） 前掲５）, p.114.
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　1963（昭和38）年　人事院特設の採用試験実施。国立学校図書専門職員採用上級試験（甲種・
乙種）試験。国立学校図書館専門職員採用中級試験（正規の試験16種類中の２）として人事院
が実施した。この試験は国立大学の図書館職員だけのための採用試験であり、上級、中級の２
種類。その申込者数と試験合格者の数は、上級 60／334　47名採用、中級 99／494名　53名採
用（合格者数／受験申込者数）であった。
第３節　昭和40年代（1965年～1974年）
　国立大学図書館員の問題から、司書職問題の領域が拡大した。1964（昭和39）年全国大学図
書館長会議「司書職制度に関する特別委員会」設置された。1972（昭和47）年度司書職は一般
の国家公務員採用試験（試験区分：図書館学）に吸収された。同時に上級試験甲種試験廃止。
国立学校図書専門職員採用上級乙種試験は、国家公務員採用上級乙種試験（試験区分：図書館
学）。国立学校図書専門職員採用中級試験は、国家公務員採用中級試験（試験区分：図書館学）
に統合された。1985（昭和60）年度：上級乙試験および中級試験が廃止。Ⅱ種試験新設され試
験区分は「図書館学」。試験区分「図書館学」は、Ⅱ種試験の中でも特に難関の区分試験であ 
り、昭和60年度の、受験申込者数は988名、合格者は35名であった（倍率28.2）。
　以上述べたように、司書職の試験制度は一定せずに著しい変遷を経てきている。このことは、
大学図書館職員の身分が、法的に定められていないことに原因があり、法制化に向けて、1974
（昭和39）年、国大学図書館長会議に「司書職制度に関する特別委員会」が設置された。
　岩猿は、司書職の専門性の立場から、選考採用が試験採用に変更になった1958（昭和33）年
には選考採用、資格認定試験制度を主張していた（採用試験を改めて、学芸員と同じように
資格認定試験制度にする方がいいのではないかと思う）11）が、人事院特設の採用試験実施1963 
（昭和38）年度により、図書館法上の有資格者が、国立大学の図書館職員として任用されうる
資格として認められなくなった。採用試験制度（受験資格は年齢制限だけで、司書資格の有無
は無関係）が導入されたことにより岩猿の主張は実現しなかった。
第４節　図書館職員の法令指定状況
１．国立国会図書館職員については、国立国会図書館法（1948年公布）には、国会職員法第一
条総則に「この法律において国会職員とは、次に掲げる者をいう」。その三に「国立国会図
書館の館長、副館長、司書、専門調査員、調査員、及び参与」と定められている。
２．公共図書館職員は、「図書館法」（昭和25年公布）第４条　図書館におかれる専門的職員を
司書及び司書補と称する。２項 司書は、図書館の専門的業務に従事する。３項 司書補は司
11） 前掲５）, p.117.
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書の職務を助ける」と定められている。
３．学校図書館職員は、「学校図書館法」（昭和28年公布）第５条　学校には、学校図書館の専
門的職務を掌らせるため、司書教諭を置かなければならない。と定められているが、大学図
書館職員については、一般事務職員の中に含まれた形であり、司書職の定義は法に定められ
ていない。
　戦後の国立大学図書館職員の扱いの変遷は、要するに図書館法上の有資格者であることが、
当初国立大学においても、そのまま図書館員として任用されうる資格であったのが、結局認め
られなくなったことである。そのためほかの職種と同様に、国家公務員採用試験の中にくわえ
られたが、それでもなお、外の一般職とは別に図書館専門職員として独立の試験がおこなわれ
たのである、それで司書制度の確立という運動が、大学図書館界で続けられてきたが、なかな
か実現しない。その最大の原因は、大学図書館職員の専門性をどのように考えるのかについて、
館界においてすら意見が不一致である事である12）。図書館業務の具体的な専門業務を文部省、
人事院をはじめ関係者に示す必要が生じた。以後図書館職員の待遇改善要求は法制化運動へ進
む。
第２章　国立大学図書館職員の待遇改善運動 
　国立大学図書館協議会の取組み：1956年の第３次全国国立大学図書館館長会議において、全
国国立大学図書館長会議の事業として、大学図書館において司書の専門職の必要について具体
的に取りくむことになった。国立大学図書館協議会から、近畿地区に司書職の確立について研
究調査が委嘱され、近畿地区大学図書館協議会が担当した。第４次全国国立大学図書館長会議
（1957（昭和32）年10月）において、近畿地区大学図書館協議会提出の調査結果「司書職の確立
について」）が報告された。わが国の司書職制度研究の礎石となるものであった。第５次全国
国立大学図書館長会議（1958（昭和33）年10月）において、「司書職の確立について」、「司書官 
―申請大学発足当時の構想―」が配布された。
　1964（昭和39）年５月　全国国立大学図書館長会議委員会会議において、「司書職制度に関す
る特別委員会」が設置された。
第１節　司書職制度に関する特別委員会の設置目的（付託事項）
　司書職制度に関する特別委員会への付託事項１は、法改正案の作成：司書職制度を確立ため
に、必要な法制上の検討をして、法改正案を作成すること。付託事項２は、大学図書館の実態
12） 「大学図書館の管理運営について」『学術月報』Vol.22, No.11, 1970.2, p.11.
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を把握して、大学図書館司書職を専門職として確立するために必要な基礎的研究（大学図書
館の業務分析作業）をして、報告書「大学図書館の業務分析」を作成することの２項目であっ 
た。特別委員会が基礎的研究として業務分析に取組むにいたった理由は、司書職の法制化がな
お実現しない原因として、①司書職の専門性を明確にとらえる資料に乏しいこと ②司書職の
職務の内容についての理解が一般に欠けていること ③司書職当事者が現におかれている事情
が実にさまざまであることなど、いろいろの理由があるように思われる。このため作業の主力
を司書職の専門性の明確化におき、大学図書館の業務分析の成果に努力することとなった13）。
第２節　司書職制度に関する特別委員会の委員構成
　特別委員会は、首都圏を中心とした、東京大学（館長、事務部長）、一橋大学（館長、事務長、
専門員助手）、東京学芸大学（館長・教授）、横浜国立大学（館長・事務長）、茨木大学（館長）
の５大学と、関西地区の、京都大学（整理課長）、大阪大学（事務長）の２大学の計７大学の館 
長、事務部長・事務長等で構成された。
　１．委員長：深川恒喜（ふかがわつねのぶ）は、1936年東京大学文学部宗教学科卒業、東京
大学文学部宗教学助手、1939年文部省に入庁（宗教局宗務補）、1946年文部省図書監修官、文
部事務官1951年学校図書館事情視察のため、米国出張、1958年文部省教科調査官、1946年から
1961年までの期間、同省における学校図書館の行政担当官として、学校図書館法制定を始めと
する戦後日本における学校図書館の振興などに尽力した経歴を持つ人物であり、深川自身も自
認しているように、「学校図書館法の成立やその後の実施面で、行政サイドで、もっとも知悉
している14）」人物であった。文部省退官（1961年）後は東京学芸大学（助教・教授）等の教職
にあって、司書・司書教諭養成に従事し、戦後日本における図書館情報学教育の発展に貢献し
た。館長でもない1教授の深川が、特別委員会の委員長に選ばれた理由は彼の経歴によるもの
と考えられる。深川恒喜は、文部官僚としての実績から委員長に推されたものと推察される。
　２．委員（館長）の専門分野 （氏名の五十音順・専門分野）
　茨城大学附属図書館長・石原道博（東洋史学）、横浜国立大学図書館長・杉本俊朗（経済学）、
東京大学附属図書館長・伊藤四十二（薬学）、横浜国立大学附属図書館図書館長・友成忠雄（工
学・電気）、東京芸大大学附属図書館長・岩田孝三（地理学）、一橋大学附属図書館長・馬場啓
之助（経済史学）。いずれの館長もその専門分野は図書館とは無関係の方々であった。
　３．委員（行政職）（氏名の五十音順・所属等）
　行政職の委員は、図書館の管理職青野伊予児（東京大学附属図書館事務部長）、阿曽福円 
13） 『大学図書館の業務分析』全国国立大学図書館長会議, 1968.6, 207 p.13. pp.19−20.
14） 深川恒喜「学校図書館法の発達史試論」『Library and information science』第13号, 1975年10月, pp.13−30.
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（一橋大学附属図書館事務長）、岩猿敏生（京都大学附属図書館整理課長）、岡崎義富（一橋大
学附属図書館専門員助手）、川崎操（一橋大学附属図書館事務長。文部省図書館員教習所第２
期生）、佐竹大通（東京大学附属図書館事務部長。元東京大学書記）、団野弘之（横浜国立大学・
附属図書館事務長）藤井和夫（大阪大学・附属図書館事務長）に加え、実務に精通している岡
崎義富で構成されている。
　４．委員の特徴
　注意すべき特徴は、委員のいずれもが館長と図書館の行政職トップの事務部長及び事務長で
あるが、岩猿敏生は、京都大学では既に事務部長制が導入されていたにもかかわらず、事務部
長を差し置き、整理課長の身分で部長に代わり委員に加わっている。また、一橋大学の岡崎義
富は専門員助手の肩書であることである。実務畑経験者を委員にくわえていることに特徴があ
る。関西から、岩猿、藤井が委員になったのは、近畿地区が司書制度の確立について研究調査
結果「司書制度の確立」を国立大学図書館館長会議に報告した実績によるものである。また岩
猿は既に司書制度に関する論文があった。諮問委員は、いずれも大規模（総合）大学の館長。
委員会は、七大学図書館が主体で構成されている。
図表６　司書職制度に関する特別委員会委員・諮問委員構成員名簿
全国国立大学図書館長会議司書職制度に関する特別委員会
1964（昭和39）年設置
委員長　深川恒喜（東京学芸大学教授）39.9～
委　員
青野伊予児（東京大学・事務部長）39.9～42.3	 川崎　操（一橋大学・事務長）39.9～41.3
阿曽福円（一橋大学・事務長）41.4～	 佐竹大通（東京大学・事務部長）42.2～
石原道博（茨城大学・館長）39.9～	 杉本俊朗（横浜国立大学・館長）39.9～
伊藤四十二（東京大学・館長）39.9～	 団野弘之（横浜国立大学・事務長）39.9～
岩猿敏生（京都大学・整理課長）39.9～	 友成忠雄（横浜国立大学・館長）41.1～
岩田孝三（東京学芸大学・館長）39.9～	 馬場啓之助（一橋大学・館長）40.4～
岡崎義富（一橋大学・専門員助手）39.9～42.5	 藤井和夫（大阪大学・事務長）40.2～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（五十音順、数字は在任期間）
　　　　　　　　　　　　　　　設置時　教官５名、事務官５名で構成
　　　　　　　　　　　　　　　岩猿は司書職制度に関する特別委員会（14名）の委員の一人
諮問委員の構成
北海道大学附属図書館長　東北大学附属図書館長　千葉大学附属図書館長　金沢大学附属図書館長
名古屋大学附属図書館長　大阪大学附属図書館長　広島大学附属図書館長　九州大学附属図書館長
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会議記録：昭和39（1964）年９月に第１回の委員会開催以後、委員会を21回、小委員会等を随
時開催されて、昭和42（1967）年12月に大学図書館の業務分析本文の最終的審議が
行われた。
第３章　法改正案の作成
第１節　特別委員会の活動１（法制化研究）
　第１回～第４回までは、近畿地区大学協議会が提出した「司書職の制度について」法制化問
題を討議。司書職制度に関する特別委員会への付託事項１は、司書職制度を確立するために、
必要な改正法の検討をすることであった。第１回（昭和39年９月）、第５次館長会議で承認さ
れた「司書職の制度について」あらためて検討することを課題とされた。第２回（昭和39年10 
月）「司書職の確立について」が討議された。第５回（昭和40年１月）文部省が昭和39年に立
案した「国立学校設置法施行規則」の改正による「図書職員」の制度化の方式が、もっとも適
切な方途であるとの結論に達した15）。
図表７　近畿地区協議会（国公立）報告書「司書職の制度について」
　昭和31（1956）年10月東京工業大学で開催された第３次全国国立大学図書館館長会議において、 
「司書資格の確立とそれに伴う待遇改善に関係した諸問題」が協議題として提案がされた。その結 
果、「司書資格の確立を中心としたこれ等の問題を更に掘り下げた調査研究（「司書職の確立につい
て」）」が、近畿地区大学協議会に委嘱された。近畿地区協議会（国公立）において、委員館を選出
し検討した結果「司書職の確立について」が第４次館長会議に報告され、この報告書「司書職の確
立について」は、さらに第5次館長会議（昭和33（1958）年10月）で一部訂正を報告し、会議の承認
を得ている。
第２節　特別委員会による法改正案
　近畿地区大学協議会提出の「司書職の確立について」に基づき、委員会で検討後提案された
法制上の改正案はつぎの２案であった。
　第一案　司書職の確立について「国立学校設置法施行規則」のみの改正を要求する方法
　国立大学の実の問題に限り、しかも現代までに解釈されてきた意味での大学図書館の司書職
員という実態を踏まえての法的基礎付けをどのようにすればよいかということについての案。
次の箇所にそれぞれの語句を挿入する。第１章第１条 助手と事務職員のあいだに、司書職員
15） 前掲13）, p.19.
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を挿入。第２条３に司書職員は、図書館の専門的職務に従事するを挿入。第９条３に司書職員
を挿入。第10条３に但し、附属図書館においては司書職員を持って充てるを挿入。
図表８　現行規則と改正試案対比表（下線部分追加語句）
　　　　［現行規則］
第１章　国立大学
第１条　国立学校設置法（昭和24年法律第150号、
以下「法という。」に規定する各国立大
学（以下国立大学）という。）に左の職
員を置く。
学長
教授
助教授
講師
助手
事務職員
教務職員
技術職員
３　法第３条の３に規定する各国立短期大学
（以下「国立短期大学」図いう。）に左の
職員を置く。
学長
教授
助教授
講師
助手
事務職員
第２条　学長、（教授、助教授、講師及び助手は、
学校教育法（昭和22年法律第26号）第58
条に規定する職務に従事する。
２　校長又は園長は、当該附属学校の種類に
応じ…………………………………………
３　教務職員は、教授研究の補助その多教務
に関する職務に従事する。
４　技術職員は、技術に関する職務に従事す
る。
　　　　［改正試案］
第１章　国立大学
第１条　国立学校設置法（昭和24年法律第150号、
以下「法という。」に規定する各国立大
学（以下国立大学）という。）に左の職
員を置く。
学長
教授
助教授
講師
助手
司書職員
事務職員
教務職員
技術職員
３　法第３条の３に規定する各国立短期大学
（以下「国立短期大学」図いう。）に左の
職員を置く。
学長
教授
助教授
講師
助手
司書職員
事務職員
第２条　学長、（教授、助教授、講師及び助手は、
学校教育法（昭和22年法律第26号）第58
条に規定する職務に従事する。
２　校長又は園長は、当該附属学校の種類に
応じ…………………………………………
３　司書職員は、図書館の専門的職務に従事
する。
４　技術職員は、技術に関する職務に従事す
る。
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５　事務職員は、庶務、会計等の事務に従事
する。
第９条　国立大学において必要がある場合は、法
第６条に規定する図書館に分館を置くこ
とができる。
２　図書館及び図書館分館の長は、それぞれ
館長及び分館長とする。
３　館長は、その国立大学の教授である者を
もって、分館長は、その国立大学の教授
又は助教授である者をもって充てる。
　但し、必要がある場合は、館長又は分
館長は事務職員をもって充てることがで
きる。
第10条　国立大学の各学部、分校、附置研究所、
附属学校、学部附属の教育施設及び研究
施設並びに附属図書館には、その規模に
応じてそれぞれ事務部又は事務室を置く
ことができる。
２　事務部及び事務室の長は、それぞれ事務
長及び事務主任とする。
３　事務長及び事務主任は、それぞれ事務職
員をもって充てる。
５　事務職員は、庶務、会計等の事務に従事
する。
６　事務職員は、………………………………
第９条　国立大学において必要がある場合は、法
第６条に規定する図書館に分館を置くこ
とができる。
２　図書館及び図書館分館の長は、それぞれ
館長及び分館長とする。
３　館長は、その国立大学の教授である者を
もって、分館長は、その国立大学の教授
又は助教授である者をもって充てる。
　但し、必要がある場合は、館長又は分
館長は事務職員をもって充てることがで
きる。
第10条　国立大学の各学部、分校、附置研究所、
附属学校、学部附属の教育施設及び研究
施設並びに附属図書館には、その規模に
応じてそれぞれ事務部又は事務室を置く
ことができる。
２　事務部及び事務室の長は、それぞれ事務
長及び事務主任とする。
３　事務長及び事務主任は、それぞれ事務職
員をもって充てる。
　但し、附属図書館においては司書職員
をもって充てる。
　第二案　官公私立を含めての全大学を対象とし、大学図書館の司書職員としてのあるべき形
についての法的基礎付けをどのようにすればよいかということについての案。
学校教育法および大学設置基準とともに国立学校設置法施行規則の改正を要求する方法
　改正点は、第１条に司書、司書補の文言を挿入。第２条に司書及び司書補を挿入。第10条の
２国立大学の附属図書館には、その規模に応じて、司書部又。は司書書室及び、事務部又は
事務室を置くことができる。２　司書部及び司書室の長は、それぞれ司書長及び司書主任とす 
る。３　司書長及び司書主任は、それぞれ事務長及び事務主任の職務を兼ねることができる。
４　司書長及び司書主任は司書又は司書補をもって充てる。
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図表９　現行規則と改正試案対比表（下線部分追加語句）
　　　　　　　［現行規則］
　　第１章　国立大学
第１条　国立学校設置法（昭和24年法律第150号、
以下「法」という。）に規定する各国立
大学（以下「国立大学」という。）に左
の職員を置く。
学長
教授
助教授
講師
助手
事務職員
教務職員
技術職員
３　法第３条の３に規定する各国立短期大学
（以下「国立短期大学」という。）に左の
職員を置く。
学長
教授
助教授
講師
助手
事務職員
第２条　学長、教授、助教授、講師及び助手は学
校図書館法（昭和22年法律第26号）第58
条に規定する職務に従事する。
２　校長又は園長は、当該附属学校の種類に
応じ…………………………………………
３　教務職員は、教授研究の補助その他教務
に関する職務に従事する。
４　技術職員は、技術に関する職務に従事す
る。
５　事務職員は、庶務、会計等の事務に従事
する。
　　　　　　　［改正試案］
　　第１章　国立大学
第１条　国立学校設置法（昭和24年法律第150号、
以下「法」という。）に規定する各国立
大学（以下「国立大学」という。）に左
の職員を置く。
学長
教授
助教授
講師
助手
司書
司書補
事務職員
教務職員
技術職員
３　法第３条の３に規定する各国立短期大学（以
下「国立短期大学」という。）に左の職
員を置く。
学長
教授
助教授
講師
助手
司書
司書補
事務職員
第２条　学長、教授、助教授、講師、助手、司書
及び司書補は、学校教育法（昭和22年法
律26号）第58条に規定する職務に従事す
る。
２　校長又は園長は、当該附則学校の種類に
応じ………………………
３　教務職員は、教授研究の補助そ　の他教
務に関する職務に従事する。
４　技術職員は、技術に関する職務に従事す
る。
５　事務職員は、庶務、会計等の事務に従事
する。
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第９条　国立大学において必要がある場は、法第
６条に規定する図書館に分館を置くこと
ができる。
２　図書館及び図書館分館の長はそれぞれ館
長及び分館長とする。
３　館長は、その国立大学の教授である者を
もって、分館長は、その国立大学の教授
又は助教授である者を以て充てる。
　但し、必要がある場合は、館長又は分
館長は事務職員をもって充てることがで
きる。
第10条　国立大学の各学部、分校、附属研究所、
附属学校、学部附属の教育施設及び研究
施設並びに属属図書館には、その規模に
応じてそれぞれ事務部又は事務室を置く
ことができる。
２　事務部及び事務室の長は、それぞれ事務
長及び事務主任とする。
３　事務長及び事務主任は、それぞれ事務職
員をもって充てる。
第10条の２　国立大学の職の種類ごの定員は、別
表第１の通りとする。
別表１
第９条　国立大学において必要がある場は、法第
６条に規定する図書館に分館を置くこと
ができる。
２　図書館及び図書館分館の長はそれぞれ館
長及び分館長とする。
３　館長は、その国立大学の教授である者を
もって、分館長は、その国立大学の教授
又は助教授である者を以て充てる。
　但し、必要がある場合は、館長又は分
館長は司書をもって充てることができ
る。
第10条　国立大学の各学部、分校、附属研究所、
附属学校、学部附属の教育施設及び研究
施設にはその規模に応じてそれぞれ事務
部又は事務室を置くことができる。
２　事務部及び事務室の長は、それぞれ事務
長及び事務主任とする。
３　事務長及び事務主任は、それぞれ事務職
員をもって充てる
第10条の２　国立大学の附属図書館には、その規
模に応じて司書部又は司書書室及び、事
務部又は事務室を置くことができる
２　司書部及び司書室の長は、それぞれ司書
長及び司書主任とする。
３　司書長及び司書主任は、それぞれ事務長
及び事務主任の職務を兼ねることができ
る
４　司書長及び司書主任は司書又は司書補を
もって充てる
第10条の３　各国立大学の職の種類ごとの定員
は、別表第１の通り
別表１
国立大学の名称
学
長
教
授
助授 講
師
助
手
教
諭
養護・教諭 その他の職員
計
国立大学の名称
学
長
教
授
助授 講
師
助
手
司
書
司書補 教
諭
養護・教諭 その他の職員
計
−112−
岩猿敏生の業績に見るわが国大学図書館経営思想の探究
　報告書「司書職の確立について」の調査研究は、近畿地区大学図書館協議会が委嘱されたも
ので、京都大学に所属していた岩猿の関与は、今後の課題である。
第４章　大学図書館の業務分析作業
第１節　特別委員会の活動２（分析作業記録）
　1965（昭和40）年（１月）第５回特別委員会開催：第5回特別委員会から業務分析の本格的な
作業が始められた。文部省が、昭和39年に立案した「国立学校設置法施行規則」の改正案は昭
和39年当時、時期尚早との論が多く、実現にいたらなかったがその後今日でも、なお実現をみ
ていない理由として、司書職の専門性を明確にとらえる資料に乏しいこと、司書職の職務の内
容についての理解が一般に欠けていること、司書職当事者が現に置かれている事情が実にさま
ざまである。このことが、特別委員会が、作業の主力を司書職の専門性の明確化におき、大学
図書館の業務分析作業を進めることになった根拠であった。米国の大学図書館の専門職の業務
分析資料16）が研究された。岩猿委員提案の検討スケジュールが協議された。第６回特別委員
会（２月）：岩猿委員に業務分析表の作成が依頼された。第７回特別委員会（３月）：岩猿委員
作成の「図書館の業務分析」表について討議された。第８回特別委員会（４月）：岩猿委員が
「図書館の業務分析」の修正案を立案することになった。第９回（５月）特別委員会：岩猿委
員立案の「図書館の業務分析」（改稿）につき逐次審議された。第10回特別委員会（６月）：従
来の審議に基づき「図書館の業務分析」を決定した。1965年６月30日開催の国立大学図書館長
会議において、「大学図書館業務分析」（案）につき深川委員長より報告し、各館にこれについ
ての検討と意見の提供方を依頼した。第11回特別委員会（９月）：第11回委員会の申し合わせ
により、全国国立大学図書館長会議委員長館長名をもって、昭和40年10月４日付けで、『「大学
図書館の業務分析」について（依頼）』を各国立大学附属図書館長あて発送（締切10月30日）し、
回収方を依頼した。第12回特別委員会（11月）：大学からの回答について分析表の修正作業に 
入った。第13回特別委員会（12月）：修正作業続行。特にⅠ，Ⅱの部分の内容、専門職・非専
門職の名称等について検討。用語の統一、細部の整理等を、委員長と一橋大学・横浜国立大 
学・東京大学の各委員により、最終案の原案を作成することとなった。第14回特別委員会
（1966年２月）：用語の変更。専門職・非専門職の名称を専門的業務・非専門的業務と改めた。
第15回特別委員会（３月）：第14回決定の修正案の再修正を行った。第16回特別委員会（４ 
月）：再修正案に若干の修正を加えて、本委員会の最終案を決定。今回をもって、「司書職制度
16） Descriptive list of professional and non−professional duties in libraries.
 アメリカ図書館協会 1948.
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に関する特別委員会」の当初来の活動をいちおう終えることとなった。
　1966年４月25日、昭和41年度第１回委員館会議に、特別委員会の在来の作業経過を報告し、
今後の委員会作業について協議された。1966年６月28日、第13次全国国立図書館長会議に深川
委員長より「大学図書館の業務分析」を報告し、了承をえた。第17回特別委員会（７月）：業
務分析の各項目について説明を附する方針および今後の作業計画を協議。専門的業務の各事項
については、用語も解説、業務内容の細説、業務の専門性・困難性・責任性等を、また、非専
門的業務の各項については、用語解説、業務内容説明を主として説明文を草することとなった。
原案起草の分担が決定された。岩猿委員は、Ⅰ、Ⅲ、Ⅷを執筆することになった。第18回特別
委員会（11月）：各委員の分担執筆した原案についえ会議で業務の全分野について、審議、検 
討し、委員会としての第一次案を作成。これをもとに検討し二次案を作ることが申し合された。
第19回特別委員会（1967年３月）：二次案の各項目を逐条審議。若干の修正をする。説明文の
第三次案が作成された。昭和42年６月：第14次全国国立大学図書館長会議に、深川委員長よ 
り、特別委員会の作業経過を報告し了承がえられた。第20回特別委員会（12月）小委員会によ
り業務分析説明文の最終検討を行ない、本文の決定をなすとともに、今後の出版計画等につい
て協議された。第21回特別委員会（1968年２月）：日本図書館協会に出版依頼した経緯の了承
図出版条件の審議。出版までの具体的手順の打ち合せを行った。1968（昭和43）年６月司書職
制度に関する特別委員会報告書『大学図書館の業務分析』17）が発行された。
　岩猿は1958年に京都大学図書館の現状分析を済ませており18）、大学図書館の問題点を把握し
ていた。それを基礎に、大学図書館の業務分析の作業を推進した。『大学図書館の業務分析』は、
岩猿が委員会を牽引し、スケジュール作成、原案、本文分担執筆者として、作成等に大きくか
かわったことから、岩猿の考えが濃厚に反映されていると推測される。館長委員は図書館業務
には門外漢である事もあって、実作業は事務官が担当した。委員会運営上の事務だけでなく、
文献照合、資料整理その他の調査等に東京大学附属図書館の世話があったことが、あとがき謝
辞に記されている19）。
第２節　『大学図書館の業務分析』の概略
　岩猿は、「学図書館における専門的業務にはどんなものがある、専門的でない業務について
はどのようなものがあると云うように、一般に図書館の業務を、専門的とそうでないものに
分けてある。これはアメリカ図書館協会、イギリス図書館協会ですでに詳細なJob Analysisと
17） 前掲13）, p.208. 
18） 「国立大学の図書行政の現状と問題点」『図書館雑誌』Vol.52, No.5, 1958.5, pp.134−147.
19） 前掲13）, p.208.
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云うものがなされているのを参考にして、日本の大学図書館で行われている業務、又、行なわ
れるべきと考えられる業務をひろい上げてそれを専門、非専門に分けて解説をつけたものであ 
る」20）。「国大学においては、なおいまだ司書職制の樹立をみていないが、館長会議としては、
法制上の改訂がなされることを切に望むとともに、専門職制の裏付けとなる業務分析が、今日
の大学図書館の業務に対する理解を一般に広め、あわせて人事行政当局の認識を得るに役立つ
ことを期している次第である。これとともに、この業務分析が、各大学図書館の経営に活用さ
れ、さらに司書職制が、国・公・私の大学行政において、確たる位置付けを得ることを待望す
るものである」21）と述べている
第３節　『大学図書館の業務分析』の構成と執筆者
　報告書『大学図書館の業務分析』は、図書館の業務全体を、13部門に大別し、その中を専門
的業務106項目・非専門的業務54項目に分け、図書館業務を具体的に取り上げている。
Ⅰ．経営管理（14：5）　岩猿敏生（京都大学附属図書館整理課長）
Ⅱ．人事管理（8：2）　森田（東京大学附属図書館総務課長　委員会外）
Ⅲ．広報活動（5：4）　岩猿敏生（京都大学附属図書館整理課長）
Ⅳ．資料の収集と選択（11：0）　青野伊予児（東京大学附属図書館事務部長） 
Ⅴ．資料の受入と処分（6：9）　青野伊予児 （東京大学附属図書館事務部長） 
Ⅵ．分類と目録（15：6）　団野弘之（横浜国立大学附属図書館事務長）
Ⅶ．資料の整備（1：5）　団野弘之（横浜国立大学附属図書館事務長）
Ⅷ．資料の配置（4：5）　岩猿敏生（京都大学附属図書館整理課長）
Ⅸ．閲覧と貸出（5：6）　岡崎義冨（一橋大学附属図書館附属図書館専門員助手）
Ⅹ．利用者への援助（8：2）　藤井和夫（大阪大学附属図書館事務長）
ⅩⅠ．参考業務（10：2）　藤井和夫（大阪大学附属図書館事務長）
ⅩⅡ．文献情報管理（14：4）　藤井和夫附属図書（大阪大学附属図書館館事務長）
ⅩⅢ．資料の保管と保存（5：4）　岡崎義富（一橋大学附属図書館専門員助手）
　　　　　　　　　　　　＊（　　　）内は、専門的業務項目数：非専門的業項目数
　専門的業務の占める割合の高い項目は、総務関係（経営管理、人事管理）、情報管理関係 
（資料の収集と選択、分類と目録）、情報サービス関係（利用者への援助、参考業務、文献情報
管理）であり図書館業務の専門性をよく示している。なかでも、「資料の収集と選択」がすべ
て専門的業務とされ、非専門的業務項目が皆無であることは、図書館の業務が専門的であるこ
20） 学図書館職員のあり方」『中国四国地区大学図書館協議会誌』No.14, 1972.2, pp.7−11（p.7）.
21） 前掲13）, p.18.
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とを明らかに示した。
第４節　『大学図書館の業務分析』作成の意義
　特別委員会の目指すのは、直接的な待遇改善ではない。「大学図書館司書職を専門職として
確立するために必要な基礎的研究」を行なおうとする。このような見地から、まず図書館員の
行っている専門的業務と言われるものの中に、いわゆる専門職の業務としてみるべきものが、
どこまであるかを、個々の業務について分析した成果が、1968（昭和43）年に発表された『大
学図書館の業務分析』である22）。『大学図書館の業務分析』で、（1）大学図書館の業務内容の
明確化と（2）大学図書館業務の高度な専門的特質の明確化をしている。
　岩猿は「大学図書館司書制度制定のための運動−図書館専門職員とはなにか（図書館法によ
る規定）。専門職種とは（1）図書館法は公共図書館だけを規定している。大学図書館には規定
がない。（2）図書館の専門的事務に従事する者が司書であるが、図書館の専門的事務とは何か
明確でない」23）と述べている。また、「大学図書館の業務を、専門職が取り扱うべき業務と非
専門職が取り扱うべき業務という観点から分析し、オーソライズされたはじめてのものとし 
て、全国国立大学図書館長会議編の『大学図書館の業務分析』24）がある。「『大学図書館の業務
分析』では、業務の項目だけが羅列されているだけで、具体的にどのような業務内容をもつも
のか必ずしも明確にされていない。しかし、この種の業務分析により、はじめて、図書館の専
門職員がどのような業務を取り扱が明確にされ、専門職として図書館員の身分を確立していく
土台が固められるのである」とあり、「はじめて、図書館の専門職員が取扱う業務が明確にされ、
専門職として図書館員の身分を確立していく土台が固められた。現時点で専門職として、どの
ような要素を含み、どのような専門的業務を果しつつあるかという観点から、業務分析を行っ
たところに、「業務分析」の持つ価値があった」25）と自己評価をしている。
　『大学図書館の業務分析』は、日本の大学図書館業務の全体像を提示した唯一の職務区分表
であり、図書館業務の在り方を考える基礎資料となり得るものである」26）と述べている。しか
し、当初の目的であった専門性を明らかにして法制化を目指す資料としてどのように活用され
たかは明らかでない。
22） 「戦後の大学図書館における職員の問題 ―司書職制度確立運動を中心として―『大学図書館の管理運営：
第２回日米大学図書館会議応募論文集』大学図書館国政連合委員会, 1972.7, pp.63−72.（p.69）.
23） 前掲21）, pp.7−11.
24） 前掲13）
25） 前掲22）, p.70.
26） 大場一郎「大学図書館の業務分析」 ―日本の大学図書館における専門的職と非専門的職務の分離の試み―
『図書館学会年報』日本図書館情報学会 44（1）, pp.32−48, 1998.3. （p.32）
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第５節　『大学図書館の業務分析』の批判
　5.1　『大学図書館の業務分析』の意義と限界
　原案立案者である岩猿敏生は、『大学図書館の業務分析』が持つ意義について、「（1）大学
図書館の業務内容の明確化と、（2）大学図書館業務の高度な専門的特質の明確化をしたことで 
あった」。『大学図書館の業務分析』の限界については、「（1）具体的な利用方法が整備されな 
かったこと、（2）非専門的職務の担当者とその経過措置が明らかにされなかったこと、（3）改
訂作業が行われなかったことである」27）と述べている。その結果として、図書館職員の専門的
業務を明らかにすることによって、司書の果たす社会的役割を社会に評価され、法制化の根拠
資料を意図した特別委員会の目的を充分に成しえなかった。
　5.2　岩猿の指摘に対して ―論者の反論―
（1）具体的な利用方法が整備されなかったことについて
　委員会の性格、「司書制度に関する特別委員会」への、付託事項１は、法改正案の作成：司
書職制度を確立ために、必要な法制上の検討をして、法改正案を作成すること。付託事項２ 
は、：大学図書館の実態に即して、大学図書館司書職を専門職として確立するために必要な基
礎的研究（大学図書館の業務分析作業）をすることであった。報告書「大学図書館の業務分析」
を出版してその任務は終了した。業務分析の結果を、大学図書館司書職を専門職として確立す
るための資料を提供することであり、実行するのは全国国立大学館長会議の役割であった。
（2）非専門的職務の担当者とその経過措置が明らかにされなかったことについて
　『大学図書館の業務分析』の運用については委員会の目的であった。全国国立大学館長会義
が経過措置を明らかにできなかったのは、労使問題にまで問題が波及する怖れがあったことも
一つの原因と推測する。
（3）改訂作業が行われなかったことについて
　その後も特別委員会は国立大学図書館協議会の「司書職制度調査研究班」と名称を改め、司
書職制度確立のための活動を継続されたが28）、『大学図書館の業務分析』をさらに、発展させ
る活動は継続されなかった。岩猿はこのことを指摘しているのである。事務を担当した東京大
学が大学紛争に巻き込まれ、その対応に追われることになった。京都大学附属図書館も大学紛
争、同時に労使問題が起こりその対応に岩猿も追われたこと。さらに、大学図書館職員の専門
職の法制化運動を牽引してきた岩猿が1976年３月京都大学を退官して、関西大学文学部教授に
教育職として転出して、国立大学図書館協会から抜けたことにより推進力を失ったことが原因
27） 同上
28） 一橋大学附属図書館研究開発室年報（１）2013.3, pp.78−91.
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である。
　5.3　業務分析作業上の欠陥
　大学図書館の業務分析にあたって対象とされたのは、委員構成から、大規模大学の附属図書
館（中央図書館）が中心であったこと、図書館の管理職が主体で作成されたこと、東京大学が
事務局であったこと、図書館の実務経験者の経験が十分に反映されていないことである。大学
図書館の専門性を支えるのは、学部及び学科そして研究所の図書室の順で専門性がより高くな
り、そこに勤務する図書館職員にはより専門的な業務がより多くなる。『大学図書館の業務分 
析』には、この視点が欠けていることが最も大きな欠陥である。学部学科研究室図書室に勤務
する図書館職員の実態が反映されていれば、「全体としては、いずれにせよ、司書職は、専門
職としてのレベルにおいては、現在のところ、他のそれらと十分に比肩しうるところまでには
達していない。しかし、少なくとも、「専門職化を志向」しつつある職種である」29）という岩
猿の発言は、“一部には専門職として、他のそれらと十分に比肩しうるところまで達している。”
と補記されるべきであった。その根拠は論者が、大規模大学（京都大学）の学科図書室（理学
部数学教室図書室）、学部図書室（法学部図書室整理掛）、附属図書館（閲覧課、情報管理課）
の実務経験があり、京都大学図書館業務機械化概要書作成（図書館業務現状分析調査）30）、に
たずさわり、また、部局所蔵の重複雑誌のバックナンバーを附属図書館に集積するバックナン
バーセンター設立31）に深く関わり、学部・学科・研究図書室の実態を熟知していた経験から
の指摘である。
（1）分析の対象図書館が大規模大学の中央図書館が主であった。
　専門的業務に従事していることを顕彰する目的で実施された業務分析作業であったが、分析
の対象とされたのが、大規模大学の中央図書館を中心としたもので、大学図書館の専門性は、
附属図書館（中央図書館）→ 部局図書室（学部図書室）→ 学科図書室→ 研究室図書室の順で
専門性は高くなる。専門業務を追求するには、部局図書室、学科図書室、研究所図書室を対象
とした業務分析が不可欠であった。昭和42年に協議会賞（岸本賞）を受賞した板寺一太郎は東
大法学部図書室所属であった。協議会賞の受賞者が、大規模大学の図書館の館員と共に中規模
大学図書館職員も多く受賞していることは、部局図書室等の専門性の高さを示す例である。
29） 前掲22）, p.70.
30） 『京都大学図書館業務機械化概要書』京都大学附属図書館 1983.3, p.175.
 『京都大学図書館業務機械化概要書』京都大学附属図書館 1984.5, p.87.
31） 拙著「京都大学バックナンバーセンター」『大学図書館研究』Vol.32, pp.71−79.
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（2）分析に使用した参考資料の扱い問題
　「業務分析は、アメリカ図書館協会、イギリス図書館協会作成の詳細なJob Analysisを参考
にして、日本の大学図書館で行われている業務、又、行なわれるべきと考えられる業務をひろ
い上げてそれを専門、非専門に分けて解説をつけたものであった」32）。
　米のJob Analysisがつくられた時代は、米の大学図書館が担った役割と、業務分析作成時の
日本の大学図書館が担った役割とのタイムラグ（大学教育の内容の時代差）が考慮されていな
い。1920年代アメリカの大学教育はそれまでのエリート教育からマス教育に変化した。それに
伴い大学図書館業務の内容も質も変化をした。日本では、エリート教育からマス教育の変わり
目は1970年代前後であり、『大学図書館の業務分析』がまとめられたのはこの時期になる。既
に50年を経て、マス教育が浸透している大学におけるアメリカの大学図書館業務と、移行期に
あった日本の大学図書館業務の専門的業務に対比する資料として使用し、当時の日本の大学図
書館職員がになっていた業務の専門的業務の実態と照合した時、彼我の差を示す遅れの実態を
示す結果となり、図書館職員の専門的業務を明らかにする積極的な結果にはなりえかった。特
別委員会の作業は「図書館職員の専門性を明らかにする」目的で分析作業は進められたが、基
準とした米英の分析を日本の現状に当てはめたため、現に従事している業務内容の専門性を強
調することなく非専門業務の段階にとどまっていることが明らかにする結果となった。アメリ
カの図書館職員の専門的業務を基に作成された、大学図書館事情が異なるアメリカの教育事情
等の説明を欠いたことが大きな原因である。岩猿は五年後、「図書館のようなものは、ひとつ
の社会制度であって、その国の文化的、社会的基盤と切っても切れない縁がある。（中略）ア
メリカのやっていることをストレートに日本に持って来ることは危険である。私達は常に自分
たちの立っている文化的な基盤の違いを充分に考えた上で、外国のことを勉強して行かなけれ
ば危険だということを申し上げておきたいと思う」33）と述べ『大学図書館の業務分析』で列挙
した専門的業務について暗に批判をしている。
（3）業務内容の分析をして、項目を示したが、熟練度のよる専門性には言及しなかった。
　図書館業務が米に比べ遅れている段階である日本に米の水準を基準とした場合、期待される
業務は、日本の大学図書館の現状と比較すれば、専門的業務が不充分であることを認識せざる
を得ない状態であった。
（4）専門職集団の倫理規定に言及していない
　図書館職員の職業集団としてのモラルについては記述がない。この件については、後年「図
書館の自由に関する宣言」（1954年）、「図書館員の倫理綱領」（1980年）によって補完された。
32） 「大学図書館職員のあり方」『中国四国地区大学図書館協議会誌』No.14, 1972.2, pp.7−11（p.7）.
33） 前掲20）, p.8.
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（5）『大学図書館の業務分析』結果と影響
　大学図書館の業務分析を行った結果、現状が専門職集団とは認定しがたい現状に直面するこ
とになった。本来目指した図書館業務の専門職集団の確立を目差した作業結果と現場のレベル
との比較を明らかにしたことによって、専門的業務の項目は多くあるが、現場の図書館職員の
日常業務内容の大部分が非専門的業務で占められていることが明白となった。
　大学図書館の業務分析を実施した結果を踏まえ、司書職の専門業務について、岩猿は次のよ
うに述べている「いずれにせよ、司書職は、専門職としてのレベルにおいては、現在のところ、
他のそれらと十分に比肩しうるところまでには達していない34）。と言わざるをえない」と根拠
を示すことなく述べている。具体的なデータに基づいた発言ではないが、京都大学附属図書館
管理者の実感からの判断である。事務部長として職場の状況を見れば、自明の理であったとい
うべきか。立場からは、「しかし、少なくとも、「専門職化を志向」しつつある職種である。そ
れが現時点で専門職として、どのような要素を含み、どのような専門的業務を果しつつあるか
という観点から、業務分析を行ったところに（中略）そのねらいがどこまで実現されているか
は問題であろうが、先述の「業務分析」の持つ価値があったのである」35）と述べざるをえなかっ
たのである。
第５章　委員会報告書『大学図書館の業務分析』と岩猿敏生
第１節　委員としての岩猿敏生
　岩猿は、文部省大学学術局情報図書館課　大学図書館設計計画要項の解説（昭和41年３月）
において、学習図書館・図書館資料の整理・図書館資料の運用・図書館資料の配置の項を執筆
している36）。全国国立大学図書館長会議「司書職制度に関する特別委員会」の委員として、『大
学図書館の業務分析』では、岩猿は原案作成のほか、Ⅰ．経営管理　Ⅲ．広報活動　Ⅷ．資料
の配置の３部門を執筆している。図書館専門業務の管理職（計画立案・方針の決定・連絡調整
等）の業務（総括業務）。理念を列挙するにとどまっている。図書館業務独自の専門性が必要
とされる項目は執筆していない。
第２節　京都大学図書館職員の意識
　『大学図書館の業務分析』がまとめられたころ、京都大学附属図書館の図書館員が、自分の
34） 前掲22）, p.70.
35） 前掲22）, p.70.
36） 文部省大学学術局情報図書館課『大学図書館施設計画要項の解説』1966.3
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職務範囲の根拠としたのは、「京都大学附属図書館分掌規程」であった。記述等の比較のため 
『大学図書館の業務分析』Ⅵ．分類と目録と「京都大学附属図書館分掌規程」（1964年刊）の、
和漢書目録掛、洋書目録掛項目を対比したのが、図10である。
図表10　『大学図書館の業務分析』と「京都大学附属図書館分掌規程」
『大学図書館の業務分析』　抜粋
Ⅵ．分類と目録
「京都大学附属図書館分掌規程」　抜粋
和漢書目録掛、洋書目録掛の所掌　項目
Ａ．専門的業務
　１．分類図目録に関する基本方針と作業計画
の確立
　２．分類作業
　３．分類体系の拡張と展開
　４．件名作業
　５．件名標目表の拡張と展開
　６．記述目録作業
　７．副出・分出記入および参照の決定種カー
ド目録の編成に関すること
　８．典拠目録の作成
　９．目録カードの複製の方法と決定
　10．目録編成規則の制定
　11．目録編成作業の監督
　12．冊子目録の編集と発行の計画
　13．目録作成上の相互協力
　14．総合目録作成への参加
　15．目録業務に必要な記録の決定と監督
Ｂ．非専門的業務
　１．請求記号の附与
　２．目録カードの複製
　３．目録の編成作業
　４．目録変更・分類変更の図書の処理
　５．目録カードの配布および受領
　６．目録業務に必要な記録類と整備
第５条　和漢書目録掛においては、次の事務を
つかさどる
　１．和漢図書の各種カードの作成および各種
カード目録の編成に関すること
　２．和漢図書の分類に関すること
　３．和漢図書印刷冊子目録編集に関すること
　４． 購入和漢図書の選択に関すること　
　５．学位論文の整理に関すること
第６条　洋書目録掛においては、次の事務をつ
かさどる
　１．欧文図書の各種カードの作成および各種
カード目録の編成に関すること
　２．欧文図書の分類に関すること
　３．欧文図書印刷冊子目録編集に関すること
　４．コングレスカード目録に関すること
　５．購入欧文図書の選択に関すること
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　京都大学附属図書館分掌規程では、専門的知識をもとにした、立案・計画・決定等について
の記述がない。専門的業務、非専門的業務の区分は示されていない。日常業務と稀にしか必要
とされない業務や数年に一度に必要とされる業務の区別がされていない。熟練度による判断の
程度が示されず曖昧であるそのため。各項目の業務内容が専門的業務であるから、業務の精通
度にかかわらず、図書館員（担当者・従事者）は専門職と思っていた。
　『大学図書館の業務分析』では、専門的業務で、計画・判断・決定・監督の項目が明示され
ている。関係者は専門的業務が明確に示されたことによって、曖昧であった「京都大学附属図
書館分掌規程」を見直し、『大学図書館の業務分析』で現場の図書館職員の専門性を見直すと、
専門的知識を必要とする業務にどれだけ従事しているのか、疑問を持たざるを状態に気付かか
ざるを得なかったにちがいない。
むすび
　国立大学図書館協議会における、国立大学図書館職員の待遇改善の取組み、最初、法制化の
必要性をのべ運動に取り組んだ。そして図書館員の専門性を基にした改正案を作成した。改正
案を検討する過程で図書館職員の専門性を裏付ける資料が必要となり、図書館の業務分析が行
われた。法制化の改正案は近畿地区が担当した。当然岩猿も関与したとおもわれるが、明確に
する資料（記録）は見つけられなかった。ひきつづいて実施された大学図書館の業務分析では、
岩猿はスケジュール作成や原案作成等など深く関わり、岩猿のリーダーシップのもとに作業が
推進された。
　1968（昭和43）年６月『大学図書館の業務分析』発行後、1969（昭和44）年～1970年には、大
学は東京大学医学部ではじまった全国的な大学紛争にまきこまれた。岩猿が事務部長を勤めた
京都大学では、大学紛争の対処とともに、定員削減への対応が緊急の問題であった。昭和44年
から昭和59年の15年間で、14名もの削減。実に26.9％減であった。京都大学百年史総説編によ
れば、「図書館職員の人員構成は昭和50年代はどうであったろうか。昭和39年（1964）年から昭
和42（1967）年までの欠員不補充と昭和44（1969）年のいわゆる「総定員法」に基づいた定員削
減は平成８年度までの第８次定員削減計画実施の現代にいたるまで附属図書館の現場でも例外
とはならなかった。昭和44年５月現在、定員52名であったものが昭和49（1975）年48名となり、
昭和50年度を初年度として３名減数となり、昭和53（1978）年度には定員43名、数次の削減を
経て昭和59（1984）年度には38名の定員数となった」37）。これに対し、京都大学職員組合活動が、
賃上げ闘争、定員削減、非常勤職員闘争として激化した。1972（昭和47）年９月４日付、京都
37） 『京都大学百年史総説編』京都大学百年史編集委員会編　総説編1997. p.1285.
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大学職員組合図書館支部機関誌「こぶし」第90号によると、岩猿部長への組合のインタビユー
で岩猿の発言「組合の皆さんは差別と分断をもちこむと反対なさっていますが、図書系職員を
一般職員からきりはなし、職種としての独立を考えています」と答えている。しかし、図書館
に勤務する現職の職員をすべて図書館専門職として扱うことについて、岩猿は「国立大学の図
書館はなにも図書館専門職員だけで埋めなければならないことはない。アメリカでも専門職
の職員は一つの館でせいぜい３割程度であるから、（1961年１月21日付国立大学図書館専門職
員採用試験）要項によって今後生まれる専門職員は、一つの館に３割程度おればいいだろうし
（略）」38）と、本心を述べている。
　図書館で図書館職員専門性（職務区分）を導入した場合、現職の図書館職員が納得するか
という問題があった。1971年５月１日現在、国立大学図書館における有資格者は53.9％（司書
45.3％，司書補8.6％）いたが、専門試験合格者は340名であり、全職員の10.2％にすぎなかっ
た。学歴別の職員構成は、大学卒以上29.0％，旧専卒5.4％，短大卒16.6％，高卒30.5％，旧中
卒12.0％，その他6.5％であった。当時の京都大学図書館では、学歴や資格によって仕事が明確
に分けられていなかった。専門的業務をもとに職務を区分しても、その担当者を専門職員とし
て分離することは事実上不可能であった。
　京都大学の大学紛争のなかで組合運動は、労働問題（賃上げ闘争）であり、図書館職員に 
とっては、図書館職員のヒラ４等級要求、定員削減の対策要求であった。このような状況で、
大学図書館職員の専門的業務が明らかになっても、現場の図書館職員を、専門的業務従事者と
非専門的業務従事者に分けることは不可能な状態であった。現場では、大学図書館職員の専門
職としての法制化運動の実現とは、乖離があった。岩猿は、大学図書館の機能を高める基礎と
なる、図書館職員の専門性を重視しなければならない主張と行政官（管理職）としての立場の
板挟みに苦しんだとことであろう。これ以降、岩猿は研究者として、図書館職員の専門職につ
いて取り組むことになった。
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38） 前掲５）, p.116.
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岩猿敏生略歴（1919.4.30～2016.4.9）
1943（昭和18）年９月　京都帝国大学文学部卒業
1948（昭和23）年３月　九州大学法文学部大学院中退
　　　　　　　　４月　福岡県立高等学校講師
1950（昭和25）年８月　九州大学附属図書館司書官
1956（昭和31）年４月　京都大学附属図書館事務長
1961（昭和36）年４月　同整理課長
1965（昭和40）年４月　同事務部長
1976（昭和51）年３月　京都大学退職
1976（昭和51）年４月　関西大学文学部教授
1990（平成２）年３月　同上退職
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図書館界における岩猿敏生の要職一覧
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　国立大学図書館協議会 第１回 1968（昭和43）年度　会長：東京大学　副会長：京都大学、
北海道大学 1969（昭和44）年度～1976（昭和51）年度　副会長：京都大学、東北大学 国大協の
副会長館として館長の補佐として、岩猿は20年間国立大学図書館行政職のトップの重責を勤め
た。
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